
大阪府
新しい公共支援事業　事業計画
	都道府県担当部局
	府民文化部男女参画・府民協働課


1． 取り組み方針を推進するための施策
	支援事業メニュー
	基本方針3.(3)の
成果目標
との対応
	都道府県の施策 ※

	①　ＮＰＯ等の活動基盤整備のための支援事業
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２

３

４

５
	(1)「ＮＰＯ等の活動基盤整備のための支援事業」「寄附募集支援事業」
「融資利用の円滑化のための支援事業」
（別紙のとおり）

	②　寄附募集支援事業

	
	

	③　融資利用の円滑化のための支援事業

	
	

	④　つなぎ融資への利子補給事業
	６
	(2) つなぎ融資への利子補給事業


	⑤　新しい公共の場づくりのためのモデル事業
	７
８
	(3) 新しい公共の場づくりのためのモデル事業
（別紙のとおり）

	⑥　社会イノベーション推進のためのモデル事業
	
	(4)特例子会社制度（緩和）を活用した地域企業グループの設立と障がい者雇用の促進事業


	⑦　共通事務に関する事業
	―
	(5) 共通事務に関する事業


※　①、②及び③については、一体的に運用することも可能です。
※　施策名については、事業内容が概ね推測できるものにしてください。
２．都道府県の施策の内容
	施策名
	(1)「ＮＰＯ等の活動基盤整備のための支援事業」「寄附募集支援事業」「融資利用の円滑化のための支援事業」



	概要

	ＮＰＯ等が「新しい公共」の担い手としてその活動を社会から認知され、協働相手とのネットワークづくり等を強化するため、適切に情報発信を行う、寄附を募る、融資を受ける際に財務状況等を適切に開示するなど、その活動基盤を整備し、透明性や健全性の確保を促進するための事業ついて、中間支援組織等からアイデアを募り実施する。

	施策の内容
	【背景】
　適切な情報発信や財務状況の開示等を行うためには、コンテンツや財務諸表、事業計画の作成のための知識、技術が求められるが、必ずしも十分でないＮＰＯ等も見受けられる。
【内容】

（１）ＮＰＯ等の活動基盤整備のための支援事業
　（事業例）　・公認会計士、税理士等の専門家派遣による個別指導
・ＮＰＯ等の税務、会計を支援する専門家の育成

　　　　　　　・財務諸表の作成等に関する講習会の開催

　　　　　　　・組織・人材等のデータベースの整備と情報提供　など

（２）寄附募集支援事業
　（事業例）　・ＮＰＯ等の活動を応援する市民ファンドの創設
　　　　　　　・チャリティイベント等の開催

　　　　　　　・寄附金募集についての地元企業等への説明会の開催
・寄附募集の先進事例の収集とＮＰＯ等に対する情報提供　など

（３）融資利用の円滑化のための支援事業

　（事業例）　・講習会の開催等による融資申請に係るスキルアップ

　　　　　　　・金融機関関係者、中小企業診断士等の専門家による個別指導　など

【委託先】　中間支援組織等

【効果】

　寄附や融資を受けやすい環境が構造的に整備され、ボランティアネットワークや情報提供などの人的又は技術的な活動基盤の整備が進むことにより、「新しい公共」の担い手となるＮＰＯ等の活動が自立・定着する。

	成果目標
（内数）
	　評価項目１・２・３・４・５

	必要経費の概算
（予定）
	委託費
23年度　9事業　 26,410千円（決算見込額）
24年度　　　　　117,381千円（当初予算額）　　合　計　143,791千円



２．都道府県の施策の内容
	施策名
	(2)つなぎ融資への利子補給事業


	概要

	　行政から業務を受託しているＮＰＯ等で、委託費の支払いが精算払いになることにより、当該業務に必要な資金を金融機関等から融資を受ける場合に、当該融資に係る利子を補助する。

	施策の内容
	【背景】
　行政から業務を受託するＮＰＯ等が精算払いになることにより、金融機関等から資金を借り入れし、当該業務の経費に充てるケースがある。
　ＮＰＯ等が借り入れに係る利子を負担することは、ＮＰＯ等と行政との協働を妨げるとともに、利子負担によりＮＰＯ等の財政を厳しいものにしている。

【内容】

国、大阪府、市町村から業務を受託し、業務に必要な資金を金融機関等からの融資により調達するＮＰＯ等に対し、予算の範囲内で借入額の２％の額又は実際の利子額のいずれか低い額を補助する。
【補助先】
　ＮＰＯ等

【効果】

本事業の実施と併せ、委託者の行政機関に対して概算払いを働きかけることにより、概算払いへの移行促進に向けた普及・啓発が図られる。

	成果目標
（内数）
	　評価項目６

	必要経費の概算
（予定）
	　補助金　10,000千円×2％×2件／年
　23年度　　  　0千円（決算見込額）
　24年度　　　400千円（当初予算額）　　合　計　　400千円




２．都道府県の施策の内容
	施策名
	(3)新しい公共の場づくりのためのモデル事業


	概要

	　地域からの提案をもとに、地域における諸課題の解決に向け、ＮＰＯ等と府・市町村が連携して、又はＮＰＯ等と府・市町村を構成員に含む協議体が実施主体として行う先進的な取組みに対して補助する。
　なお、東日本大震災への対応の諸課題解決に向けた取組みについては、被災地の状況に即した臨機の対応を行う。

	施策の内容
	【背景】
　地域における諸課題に対しては、行政のサービスだけでは対応が不十分なケースや、ＮＰＯ等が地域密着型の課題解決に向けた多様なアイデアをもっているケースがある。
　行政が独占してきた「公」を府民、企業、ＮＰＯ等に開くため、サービスの担い手づくりを行うとともに、先進的な取組みを継続・発展させる環境づくりが求められている。
【内容】

　地域における諸課題の解決に向けて、次の条件を満たす事業に補助する。

　①　ＮＰＯ等と府・市町村が連携して、又はＮＰＯ等と府・市町村を構成員に含む協議体が実施主体として行う事業
　②　先進的な取組みであり、他の地域のモデルになる事業
　③　本事業終了後も引き続き、自主的な運営が図られる事業

　さらに、次の条件を満たす事業についても補助する。

④　応募した事業の目的・計画に沿って参加・活動するＮＰＯ等が自立的・主体的活動を継続していくための活動基盤整備のための施策を含む事業
　⑤　震災対応案件

【補助先】　府、市町村又は協議体
【効果】
　地域の課題解決のための多様な担い手の育成が図られるとともに、他の地域においても解決の手法の有効活用が図られ、「新しい公共」の取組みの継続・発展が期待できる。

	成果目標
（内数）
	　評価項目７・８

	必要経費の概算
（予定）
	　①～③を満たす事業（一般枠）
　　　23年度　10事業　27,143千円（決算見込額）
　　　24年度　　　　　12,000千円（当初予算額）
　①～④を満たす事業（ＮＰＯ等支援重点化枠）

　　　23年度　　　　　 　　 0千円（決算見込額）
　　　24年度　　　　　116,002千円（当初予算額）　　①～④合　計　155,145千円
　⑤  23年度　5事業 　24,605千円（決算見込額）
　　　24年度　　　　　 23,000千円（当初予算額）　　　　⑤合　計　 47,605千円


２．都道府県の施策の内容
	施策名
	(4) 特例子会社制度（緩和）を活用した地域企業グループの設立と障がい者雇用の促進事業


	概要

	　地域の社会的な課題に対して、制度・領域横断的な対応により、既存の制度や規制の制約を乗り越えて、地域のソーシャル・キャピタルを醸成する「社会イノベーション」を推進する事業を試行する。

	施策の内容
	【背景】

　中小企業に対する障がい者雇用率の適用範囲の拡大等に伴い、障がい者雇用が中小企業の経営・雇用の課題になっている。しかし、そのためのノウハウや体制等が未整備である。

一方、市民（障がい者施設や作業所を運営する）が中心となって障がい者が中心となった働く事業体（㈱きると）が設立された。「㈱きると」は、地域の中小企業であるとともに、従業員の８割以上が障がい者雇用であり、きめ細かな雇用管理等の強みをもった労働統合型社会的企業をめざしている。今後、雇用や経営の安定を図る上で、事業（仕事）の拡大、新市場や新事業の開発といった課題を持っており、そのためには地域企業との連携などが問われている。
【内容】

「㈱きると」と障がい者雇用に取組む（取組みたい）地域の中小企業が連携して、障がい者雇用促進法の特例子会社制度（企業グループ算定特例〔法４５条の２〕、事業協同組合等算定特例〔法45条の３〕）の現行規定を超える特例を想定して、中小企業グループの設立による障がい者雇用と中小企業振興を促進する。

【補助先】

　豊中市（㈱きるとに委託）

【効果】

　この企業連携は、地域の中小企業が障がい者雇用を拡大する支援・誘因となるとともに、企業の雇用管理等の改善につながる。また「㈱きると」は障がい者雇用の機会を拡大し、雇用の安定や経営基盤の整備に役立てることができ、障がい者雇用と経営を両立しうる地域の中心会社として「社会イノベーション」を実現することができる。

	成果目標
（内数）
	

	必要経費の概算
（予定）
	人件費、旅費、 委員等謝礼、消耗需用費、会場使用料、通信費

　23年度　　 7,607千円（決算見込額）
　24年度　　16,740千円（当初予算額）　　合　計　　24,347千円




２．都道府県の施策の内容
	施策名
	(5)共通事務に関する事業


	概要

	　運営委員会の設置・運営、連絡調整会議への参画、成果のとりまとめ、評価・監査の実施、事業募集・調整など新しい公共支援事業を円滑に実施するための事務を行う。
　また、ＮＰＯ等への寄附に対する優遇措置に関する税制改正に伴い、基礎資料の収集を行う調査を実施する。

	施策の内容
	【内容】

（１）新しい公共支援事業を適切かつ円滑に実施するための共通事務
　①運営委員会の設置、運営

　②連絡調整会議への参画

　③事業実施主体の情報開示、成果のとりまとめ
④評価・監査の実施

　⑤府各部局、市町村等への説明会、事業募集の実施
（２）「市民公益税制に関する基礎調査」の実施

　○調査対象：ＮＰＯ法人、公益財団・社団法人、特例民法法人、社会福祉法人、

　　　　　　　学校法人から約２，０００法人を抽出
　○調査内容：寄附金収入の状況、認定ＮＰＯ法人への移行予定など

	成果目標
（内数）
	　―

	必要経費の概算
（予定）
	23年度　　事務費：2,172千円　　調査委託費：1,259千円（決算見込額）
　24年度　　事務費：4,808千円（当初予算額）
　25年度　　事務費：（未定）千円　　　合　計　（未定）千円



３．都道府県の施策の予算額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：千円）
	
	平成22年度
	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度
	合計

	年度毎の予算額
（年度毎の割合）
	0
（割合 0％）
	101,883
（割合 ％）
	290,331
（割合 ％）
	（割合 ％）
	392,214
（割合100％）


　
（単位：千円）
	支援事業メニュー
	平成22年度
	平成23年度
	平成24年度 
	平成25年度
	合計

	1 ＮＰＯ等の活動基盤整備のための支援事業
	0
	28,544
	117,381
	
	145,925
（割合40.3％）

	2 寄附募集支援事業
	
	
	
	
	

	3 融資利用の円滑化のための支援事業
	
	
	
	
	

	4 つなぎ融資への利子補給事業
	0
	400
	400
	
	800
（割合0.2％）

	5 新しい公共の場づくりのためのモデル事業
	一般枠
	0
	55,249
	35,000
	
	90,249
（割合24.9％）

	
	重点化枠
	0
	0
	116,002
	
	116,002
（割合32.0％）

	6 社会イノベーション推進のためのモデル事業
	0
	13,260
	16,740
	
	30,000
（割合　％）

	7 共通事務に関する事業
	0
	4,430
	4,808
	
	9,238
（割合 2.6％）

	合　計
	0
	101,883
	290,331
	
	392,214
（割合100％）


※　上記の各年度の①～⑦の割合は、⑥社会イノベーション推進のためのモデル事業分を除いて算出してください。
※　平成24年度の予算額は、ある程度の見通しが立った時点で記載してください。
４．基金の名称
	　大阪府新しい公共支援基金条例


５．運営委員会の概要
（１）運営委員会の名称及び委員氏名（役職を含む）
	大阪府新しい公共支援事業運営委員会
有田 典代（国際文化交流協会事務局長）
泉谷 八千代（NHK奈良放送局長）

浦坂 純子（同志社大学社会学部教授）

川本 久美子（（社）中小企業診断協会 大阪支部）

楠 正吉（積水ハウス㈱コーポレート・コミュニケーション部広報部長）
小口 均（大阪府市長会 岸和田市市民生活部長）

玉川 弘子（大阪商工会議所総務広報部広報企画担当課長）

秦 辰也（公益社団法人 シャンティ国際ボランティア会理事（近畿大学総合社会学部教授））

　星野 誠（日本公認会計士協会 近畿会）

　松吉 徹也（パナソニック㈱社会文化グループ 主事）

　山内 直人（大阪大学大学院国際公共政策研究科教授）
　山本 克己（大阪府町村長会 田尻町総務部長）


（２）委員の選定方法
	個人の経歴又は団体の推薦により選定を行った。


（３）運営方法（情報開示の方法を含む）
	・会議は原則公開で行うこととし、議事録概要を後日、大阪府のホームページに掲載する。


（４）開催状況及び予定
	・平成２４年６月２５日　第１０回会議
・平成２４年８月２９日　平成２３年度事業報告会


６．都道府県の施策の実施状況
	都道府県の施策
	実施状況 ※1
（現在までの取り組み、現時点の進捗、今後のスケジュール）
	委託/直接等の
分類※2

	(1) 「ＮＰＯ等の活動基盤整備のための支援事業」「寄附募集支援事業」「融資利用の円滑化のための支援事業」
	平成24年度事業実施中
	委託（プロポーザル）


	
	23年6/6～7/6
	（23年度事業）提案の公募
	

	
	７/19・26
	運営委員会にて23年度事業のプレゼンテーション審査・選定
	

	
	９/１～10/14
	（24年度事業）提案の公募
	

	
	11/29
	運営委員会にて24年度事業の選定
	

	
	24年４月～
	24年度事業の業務委託契約締結
	

	
	４/２～５/25
	（24年度事業）提案の公募（２次募集）
	

	
	６/25
	運営委員会にて24年度事業（２次募集）の選定
	

	(2)つなぎ融資への利子補給事業
	平成24年度支援対象NPO等の申請受付中
	補助

	
	23年５月
	府・市町村に対する委託調査
	

	
	６月～24年３月
	23年度支援対象NPO等の申請受付
	

	
	４月～25年２月
	24年度支援対象NPO等の申請受付
	

	(3)新しい公共の場づくりのためのモデル事業
	平成24年度事業実施中
	補助

	
	23年

５/25～６/24
	（23年度震災対応案件＜前期＞）提案の公募
	

	
	６/６～７/６
	（23年度事業）提案の公募（震災対応案件＜後期＞含む）
	

	
	７/４
	運営委員会にて23年度震災対応案件＜前期＞の選定
	

	
	７/19・26
	運営委員会にて23年度事業のプレゼンテーション審査（震災対応案件＜後期＞除く）・選定
	

	
	９/１～10/14
	（24年度事業）提案の公募
	

	
	11/９・29
	運営委員会にて24年度事業のプレゼンテーション審査（震災対応案件除く）・選定
	

	
	24年４月～
	24年度事業の補助金交付決定
	

	
	４/２～５/25
	（24年度事業）提案の公募（２次募集）
	

	
	６/25
	運営委員会にて24年度２次募集事業の選定
	

	(4)特例子会社制度（緩和）を活用した地域企業グループの設立と障がい者雇用の促進事業
	平成24年度事業実施中
	補助（豊中市）

	
	23年７/28
	市議会で７月補正予算可決
	

	
	８月
	23年度事業の補助金交付決定、委託契約締結
	

	
	11月
	企業グループ制度の検討委員会の立上げ
	

	
	24年６月
	24年度事業の補助金交付決定
	

	(5)共通事務に関する事業
	
	直接実施
調査については委託



	
	23年４/26
	第１回運営委員会の開催
	

	
	６/９
	連絡調整会議出席
	

	
	７/４・19・26
	第２回・第３回・第４回運営委員会の開催
	

	
	９/13
	連絡調整会議出席
	

	
	10/19 11/9・29
	第５回・第６回・第７回運営委員会の開催
	

	
	12/９～
	市民公益税制に関する調査委託
	

	
	24年１/17
	連絡調整会議出席
	

	
	1/30 3/5 6/25
	第８回・第９回・第10回運営委員会の開催
	

	
	８/29
	平成23年度事業報告会の開催
	

	
	８/31
	連絡調整会議出席
	


※１　交付申請時は、各施策の実施内容（委託、募集開始、支援開始、報告提出等）及び想定スケジュールを記載してください。
※２　委託（プロポーザル）、委託（その他）、委託なし（直接実施）の別及び決定した受託者名を記載してください。
７．実施要領第５の７の(1)の成果目標の達成状況　
	評価項目
	評価

	
	実施前
	23年度
上半期
	23年度
下半期
	24年度
上半期
	24年度
下半期

	１
	支援対象ＮＰＯ等のホームページの作成・更新数
（支援終了後１か月以内にホームページを新たに立ち上げ又は更新したＮＰＯ等の数）
	－
	－
	50％
	実施中
	100％

	２
	支援対象となったＮＰＯ等が実施する事業に伴う金融機関等からの融資決定件数

（金融機関等への融資申請と決定件数の比率）
	－
	－
	－
	実施中
	100％

	３
	支援対象となるＮＰＯ等が実施する事業に伴う寄附件数の増加率

（支援事業終了後の寄附件数と支援事業利用前の寄附

件数）
	－
	－
	－
	実施中
	２倍

	４
	ボランティア・コーディネーター、プログラム・オフィサーの育成数

（新たにボランティア・コーディネーター等としてＮＰＯ等を支援する人材の数）
	－
	－
	９人
	実施中
	９人

	５

	新たに事業連携を行うこととなったＮＰＯ等の数、マルチステークスホルダー・プロセスによる協議体の設置数

（新たに協働のための協議を開始したＮＰＯ等の数）


	－
	－
	６団体
	20団体
	18団体

	６
	概算払いの普及率

（23年度、24年度、25年度のつなぎ融資利用件数の減少率）
	－
	－
	100％
	募集中
	100％

	７
	「新しい公共」への参画ＮＰＯ数

（新しい公共の場づくりのためのモデル事業の実施に参画するＮＰＯ等の数）
	－
	－
	207団体
	380団体
	180団体
以上

	８
	協働事業の定着率

（事業終了後の継続事業件数）
	－
	－
	100％
	100％
	100％


※　平成23年度上半期の報告時以降、評価（数値）欄には、当期（実績）と来期（目標）の数値を入れてください。
８．当該年度の予算及び決算（基金の取崩し及び運用収入予定）
（単位：千円）　
	
	予算
	決算

	設置当初の基金残高（交付金相当分）
	391,000
	391,000

	平成22年度の基金取り崩し額（交付金相当額）
	0
	0

	平成22年度の基金運用収入（交付金相当額）
	0 
	0

	平成22年度末の基金残高（交付金相当額）
	391,000
	391,000

	
	
	

	平成23年度当初の基金残高（交付金相当分）
	391,000
	391,000

	平成23年度の基金取り崩し額（交付金相当額）
	101,883
	89,194

	平成23年度の基金運用収入（交付金相当額）
	652
	354

	平成23年度末の基金残高（交付金相当額）
	289,769
	302,160

	
	
	

	平成24年度当初の基金残高（交付金相当分）
	289,769
	302,160

	平成24年度の基金取り崩し予定額（交付金相当額）
	290,331
	

	平成24年度の基金運用収入予定（交付金相当額）
	562
	

	平成24年度末の基金残高（交付金相当額）
	0
	

	
	
	

	平成25年度当初の基金残高（交付金相当分）
	
	

	平成25年度の基金取り崩し予定額（交付金相当額）
	
	

	平成25年度の基金運用収入予定（交付金相当額）
	
	

	支援事業終了時基金残高（交付金相当額）
	
	



